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研究成果の概要（和文）：レベル２地震動に対して，柱部材を弾性範囲の応答に留めつつ摩擦に

よる減衰を付加できる，拘束された集合柱による新しい耐震構造を実用化することを目的とし

て，新たな埋め込み型摩擦デバイスを開発した上で，実物大に近い鉄筋コンクリート実験体を

作成して，静的および動的載荷実験を実施した．これらの実験の結果，この新しい耐震構造は

十分実用化可能であることを示した． 

 

研究成果の概要（英文）：The new aseismic structure of the divided and restrained columns, 

which make the column component keeping elastic against the design input motion for 

ultimate state, is proposed.  In order to be practical, large-size static and dynamic 

experimental study is conducted for RC columns. Based on the results, it is concluded that 

the new structure can be adopted for the practical use. 
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１．研究開始当初の背景 

良く知られているように，建築物や土木構

造物に対する現在の耐震設計では，２段階設

計が行われている．すなわちレベル１地震動

とよばれる比較的発生確率が高い大きさの

地震動に対しては，その応答を弾性範囲にと

どめ，レベル２地震動と呼ばれる「きわめて

希であるが、非常に強い地震動」に対して，

弾性範囲を超えた塑性領域に入ることを許

容して，構造系全体が倒壊しなければＯＫ，

としている．従って兵庫県南部地震における

「震災の帯」と呼ばれたような震度７の地域

では，現状の耐震設計では相当な損傷が発生

することは避けられず，地震後にその損傷を

補修しなければならない．このように，現状

では強震時に構造物応答が塑性領域に入る

ことが前提で，塑性はすなわち損傷であるか

ら，損傷は避けられない． 

しかしながら，現状の柱断面を維持したま

ま，レベル２地震動に対しても応答を弾性範

囲に留めることができれば，巨大地震時にも

無損傷の構造物を実現できる． 
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本研究では，提案する新しい柱構造によっ

て，損傷ではない塑性応答を実現化すること

を目的としている． 

研究代表者らによる既往に研究では，高さ

400 ㎜，厚さ 10 ㎜のアクリル板を３枚用い

た模型実験と，それを数値解析でシミュレー

ションすることによって，レベル２地震動に

対しても応答を弾性範囲内に留めることが

可能な構造の可能性を検討している 

しかしながら，実際に上述のような性能を

持つ構造を実現するためには，現実の鉄筋コ

ンクリート柱でどのように実現するかを検

討しなければならない．この問題を解決する

ためには，実物に近い大きさで，様々な供試

体を数多く作成して，載荷実験を行わなう必

要がある． 

 

３．研究の方法 

図１(A)のような下端固定の柱を考える．

上端に矢印の力を加えると，ある変形量まで

弾性変形して降伏点（図２のＡ点）に達し，

その後損傷しながら塑性変形する（図２の１

点鎖線）．提案する構造は柱を縦に分割する．

例えば図１(B)のように３分割すると弾性変

形量は３倍となるが剛性が１／９となり，降

伏点は図２のＢ点になる．ここで図１(C)の

ように分割した柱部材に横拘束部材をあて

がい拘束力を与えると，分割した柱部材の間

に摩擦が働くようになり，その結果として復

元力－変形量関係は右図のＯＡとＯＢの間

を推移する．与える拘束力を変化させること

により，復元力－変形量関係を制御できる

（図２の３曲線）．ここで重要な点は，これ

らの挙動はすべて柱部材が弾性変形の範囲

である点である．すなわち柱部材に一切損傷

を生じさせることなく，柱部材間の摩擦によ

って塑性挙動が実現している． 

 

図１図１図１図１    柱の分割と拘束柱の分割と拘束柱の分割と拘束柱の分割と拘束    

 

図２図２図２図２    拘束された集合柱の挙動拘束された集合柱の挙動拘束された集合柱の挙動拘束された集合柱の挙動    

 

 

図３図３図３図３    模型実験による荷重～変位関係模型実験による荷重～変位関係模型実験による荷重～変位関係模型実験による荷重～変位関係    

本研究では，上述の構造を持つ，ほぼ実物

大の鉄筋コンクリート柱の試験体を作成し，

その載荷実験を実施することにより，実現家

のための技術開発と性能の検証を行う． 

 

４．研究成果 

４．１ １方向曲げ試験体実験 

合計３体の１方向曲げ試験体を作成して，

静的載荷実験を実施した．うち２体は通しボ

ルトで拘束力を与えるタイプであり，様々な

拘束力を与えて実験を行うことが可能であ

る．残り１体は，後で作成する２方向曲げ試

験体を念頭に，図４に示すような埋め込み型

の摩擦デバイスを新たに開発して，採用した

ものである． 

 

図４図４図４図４    埋め込み型摩擦デバイス埋め込み型摩擦デバイス埋め込み型摩擦デバイス埋め込み型摩擦デバイス    

 

写真１写真１写真１写真１    実験の様子実験の様子実験の様子実験の様子 
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図５図５図５図５    変位～荷重関係変位～荷重関係変位～荷重関係変位～荷重関係    

写真１に実験の様子を示す．また，通しボ

ルト型摩擦デバイスに三角形分布の拘束力

を与えたの実験より得られた荷重～変位関

係を図５に示す． 

柱の変形挙動は、分割後の 3 本の柱が一体

となって挙動している段階(ステージ 0)、部

材間の摩擦部が段階的にすべり出している

段階(ステージ 1)、3 本の柱が個々に挙動し

ている段階(ステージ 2)、鉄筋が降伏し、柱

部材が塑性化した後の段階(ステージ 3)の 4

つに分けられ，主鉄筋に貼付したひずみゲー

ジの値によって，ステージが判別できること

がわかった． 

拘束力については，頂部に近い部分におい

て柱が変形するにつれ、わずかに増加したが、

載荷を通してほぼ一定の拘束力を与えてい

ることが明らかになった．また，軸力導入用

の PC 鋼棒に貼付したひずみゲージの計測値

から軸力を算出した結果，西側柱及び東側柱

の軸力の変動が著しく大きいのに対し、中央

柱の軸力はそれほど変化していないことが

わかった．この原因として，摩擦力による軸

方向力の影響が考えられる． 
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三角形分布20

等分布10

 
図６図６図６図６    拘束力分布による違い拘束力分布による違い拘束力分布による違い拘束力分布による違い    

拘束力分布を等分布にした場合の実験よ

り得られた荷重～変位関係を図６に青線で

示す．拘束力を制御することで，柱の荷重～

変位関係をコントロールできることが示さ

れている． 

さらに埋め込み型の摩擦デバイスを採用

した試験体によって得られた荷重～変位関

係を図７の赤線に示す．拘束圧を与える PC

鋼棒の張力としては，通しボルト型と埋め込

み型は同一だが，発揮する摩擦力には差があ

り，その結果として異なる荷重～変位関係が

得られたと考えられる． 
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図７図７図７図７    摩擦デバイスによる違い摩擦デバイスによる違い摩擦デバイスによる違い摩擦デバイスによる違い    

 

４．２ ２方向曲げ試験体実験 

２方向曲げ試験体に対して斜め方向に載

荷した実験（写真２）より得られた荷重～変

位関係を図８に示す．柱が弾性域の範囲は赤

線で示している．集合柱を構成する各柱の引

張り側の主鉄筋ひずみが降伏ひずみ 1725μ

にほぼ達したときを柱の降伏と定義すると，

降伏変位は約 12[mm](層間変形角約 1/150)，

降伏耐力は約 150[kN]となった． 

 

写真２写真２写真２写真２    実験の様子実験の様子実験の様子実験の様子 

1 方向載荷実験と同様，本実験においても

弾性領域で柱の履歴曲線は非線形となり，水

平 2方向曲げに対しても，集合柱を構成する

各柱が弾性体を保ちながら柱間の摩擦によ

る減衰効果が期待できることが明らかとな

った．また，建築基準法に基づく特定建築物

の一次設計(許容応力度等計算)においては，

地震時の層間変形角を 1/200以内に留めるよ

う規定されているが，この範囲では柱は弾性

体を保っており，十分な変形性能を持つこと

がわかる．さらに，柱の塑性化後，耐力は次

第に増加し，載荷変位約 40[mm](層間変形角

約 1/45)で最大耐力をとった．一般的な柱に

比べて非常に大きな変形性能及び耐力を有

している． 



 

図８図８図８図８    荷重～変位関係荷重～変位関係荷重～変位関係荷重～変位関係    

 

写真３写真３写真３写真３    実験の様子実験の様子実験の様子実験の様子    

 

図図図図９９９９    荷重～変位関係荷重～変位関係荷重～変位関係荷重～変位関係    

 

４．３ 振動台実験 

振動台実験用に，通しボルト型摩擦デバイ
スを採用した１方向曲げ両端固定の実験体
を作成して，動的載荷実験を実施した．実
験の様子を写真３に示す．また，実験より
得られた荷重～変位関係を図９に示す．動
的実験においても，静的実験結果と同様の
挙動を示すことがわかった． 

 

４．４ 性能の検証 

集合柱を構成する各柱部材に作用する外

力及び断面力を算出する手法を開発し，集合

中内の挙動メカニズムを明らかにすること

によって，集合中の変形性能について検証し

た． 

 

 

図図図図 10101010    断面力算出法断面力算出法断面力算出法断面力算出法    

 

図図図図 11111111    曲げモーメント曲げモーメント曲げモーメント曲げモーメント分布分布分布分布    

まず，断面力算出の第一ステップとして，

側柱に作用する外力及び断面力を上部の位

置から釣合式に基づいて順次求める．この結

果，中央柱に働く外力が分かるので，中央柱

の断面力が求められる．最後に中央柱の主鉄

筋に貼付したひずみゲージの値と，求めた断

面力を比較し，妥当な外力・断面力が求めら

れているかを検証する（図 10）． 

図 11 に，この手法で求められた側柱と
中央柱の曲げモーメント分布を示す．曲げ
モーメントが基部に集中せず，広い範囲に
分布することで，大きな変形性能を発揮し



ていることが示されている． 

 

４．５ まとめ 

本研究では，拘束された集合柱による新し

い耐震構造を実用化することを目的として，

新たな埋め込み型摩擦デバイスを開発した

上で，実物大に近い鉄筋コンクリート実験体

を作成して，静的および動的載荷実験を実施

した．これらの実験の結果，この新しい耐震

構造は十分実用化可能であることを示した． 
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